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の結果、1982 年に IWC が採択した「商業捕鯨モラトリアム」、すなわち国際捕鯨取締条
約（I
3）


















































































































































































出所：水産庁「捕鯨をめぐる情勢　平成 29 年 4 月」より








































































　捕鯨をめぐる科学的議論については、1992 年に IWC 科学委員会が、広範なコンピュー
タシミュレーションと最新の資源保存管理理論に基づく、鯨類資源を枯渇させることなく



















　しかし、RMP の開発と鯨類資源の回復は ICRW 附表第 10 項（e）の規定に基づく商業
捕鯨の再開にはつながらなかった。IWC は 1994 年の決議 1994−5 をもって RMP の完成を
採択したが、同時に決議 1994−5 は RMP に商業捕鯨の監視取締制度などを追加した RMS
がすべて合意されるまでは RMP を実施に移さないという、商業捕鯨再開のための新たな
条件を設定したのである。







































































































　翌 2001 年に英国ロンドン郊外で開催された IWC 第 53 回会合（議長はスウェーデンの
フェルンホルム）では、RMS に関する議論の中でアイルランド提案に関する言及もあっ
たが、同提案は独立の議題では議論されなかった。カーニー前議長にとっては、この第









（2）RMS 導入に関する交渉からフィッシャー議長（デンマーク）の RMS パッケージ提
案（2004 年）へ













が加わっている。豪州提案は、決議 1992-3 として採択され、RMP による捕獲枠計算・実
施の条件として効果的監視システムの導入など 5 項目を挙げている。
　翌 1993 年の第 45 回会合は京都で開催された。ノルウェーは日本とともに、議題 14（RMS






　1994 年プエルト・ヴァヤルタ（メキシコ）で開催された、IWC 第 46 回会合は、ハモン
ド議長の辞任もあり、科学委員会が 1992 年に完成させた持続可能な捕獲枠計算のための
RMP を決議 1994-5 によりコンセンサスで採択した。しかし、その条件として RMS の完成














ⅳ RMP の仕様と RMS のその他の要素の附表への取り込み
　決議 1994-5 を受けて、一連の RMS 導入に向けての交渉が開始される。IWC の年次会合














　具体的には、RMS 交渉の当初は、決議 1994-5 に従い、捕獲枠の順守に必要とされる監
視取締措置に含まれるべき項目に関する議論であったものが、フィッシャー議長（デンマ
















メンバーとして議論に加わった。2003 年 12 月と 2004 年 3 月に行われた RMS 小グループ
会合では、お互いの立場の違いは認めながらも率直な意見交換が行われ、メンバー国間の
相互不信が合意形成の重大な障害となっていることも認識された。この小グループでの議
論をベースに作成されたものが、2004 年にソレント（イタリア）で開催された IWC 第 56
回会合に提出されたフィッシャー議長の RMS パッケージ提案である。
　フィッシャー議長は RMS パッケージ提案を提出するにあたって、RMS の完成に失敗す




















































　韓国蔚山で開催された第 57 回 IWC 年次会合では、RMS 採択に向けた進展は得られな














RMS の議論に関する IWC 加盟国の失望感を如実に示すものとなった。
　2006 年に入っても RMS 作業部会は継続したが、やはり進展はなく、6 月にセントクリ
ストファー・ネイビス（セントキッツ）で開催された第 58 回会合の直前に開催された作
業部会は、前年同様に 2 日間の予定を 1 日で終了し、見るべき発言もなく、新たな作業に
も合意出来なかった。これを受け、RMS 交渉は第 58 回会合をもって事実上停止した。
（3）IWC の将来プロジェクト（ホガース議長（米国））
　2006 年のセントキッツでの第 58 回会合は、RMS 交渉の終焉に加えて、IWC にとっては
もう一つの意味で歴史的会合となった。




果として投票によりセントキッツ・ネービス宣言を採択した（賛成 33 票、反対 32 票、棄
権 1 票）のである。この宣言は、RMS 交渉の崩壊に現れているように機能不全ともいえ














































民生存捕鯨の捕獲枠の 5 年に一度の更新時期にあたっていた。捕獲枠更新には 4 分の 3 の






















































ス議長に協力することを決定した。2008 年 3 月に IWC の将来に関する中間会合（ヒース
ロー（英国））を開催することなどが提案され、IWC の将来というプロジェクトの開始が
コンセンサスで合意された。













　これを受けて、小作業グループは一連の会合を開催（2008 年 9 月、11 月、12 月、2009
年 1 月）し、デ・ソト議長は、2009 年 2 月 2 日、同グループの議論を受けた中間報告書を
















































　上記の中間報告書とパッケージ案を受けて、6 月の第 61 回 IWC 年次会合（マデイラ（ポ
ルトガル））に向けて一連の会合が開催され、5 月 18 日には年次会合での議論のために
SWG 議長最終報告書が提出された。
　（2009 年 5 月 18 日報告書の概要）
　6 月に開催された第 61 回年次会合では、IWC の将来に関する議論の進捗をレビューし
た結果、進展はあったもののまだその使命は完了していないとして SWG の活動を 1 年間
延長し、翌年の年次会合まで議論を継続することをコンセンサスで合意した。SWG とし











パッケージ妥協案の作成を進めた。2010 年 2 月には SG での議論をベースとして、マキエ
























2010 年 4 月 22 日、マキエラ議長報告書の妥協案に 10 年間の具体的捕獲頭数を盛り込んだ























































　このような事態の中で開催された第 62 回 IWC 年次会合（アガディール（モロッコ））
では、ホガース議長の後 IWC の将来プロジェクトをけん引してきたマキエラ議長が欠席
し、急遽リバプール副議長（アンティグア・バーブーダ）が IWC の将来プロジェクトを
含む IWC の議事進行を行うこととなった。豪州による ICJ 提訴と合わせて、IWC の将来
プロジェクトは風前の灯火となった感が否めない年次会議の幕開けであった。







































る決定には 4 分の 3（75％）の得票を要し、捕鯨支持派と反捕鯨派の双方が 4 分の 3 には
資料室研究
73





































































　上記のような認識に立ったうえで、日本代表団は IWC において 2014 年以来新たなアプ
ローチを試みてきたのである。
　2014 年 9 月 15 日から 18 日まで、ポルトロージュ ( スロベニア ) において開催された






















　この提案は、予想通り賛成 19 票、反対 39 票、棄権 2 票で否決された（採択には 4 分の




























































訴えること、開始することが第 66 回 IWC 会合での目標であったのである。








































































































































致に名乗りをあげる自治体も出始めた。その後、下関市は 2004 年から 2014 年度までの市
の総合計画・後期基本計画の中に、調査捕鯨船団の基地化を目指すことを盛り込み、その
実現を目的とした様々な「くじら文化発信事業」に取り組んできた。具体的には、平成




































































、国内での年間 1 人当たりの鯨肉消費量は 44.7 グラムであった。
山口県では 1 人当たりの消費量が 133.7 グラムで県別消費量では長崎県、佐賀県、宮城県






















































































料）が最大であったのは 1962 年であり 23 万 3 千トンである（食料需給表）。2015 年の日
本国民一人一年あたりの食用魚介類の純食料ベース消費量は 25.8 キログラムであるので、
日本全体では約 320 万トンとなる。かなり大雑把な比較ではあるし、正確性には欠けるが、
仮に日本の 1962 年の鯨肉消費が今実現するとすれば、それは食用魚介類の約 7% という
ことになる。世界の食料供給における鯨肉の潜在力ということになると、推定はさらに困
難であるが、南極海のクロミンククジラ資源量の1% を食料として利用できるとすれば、








































由ではなく、65 条や 120 条に従うことが条件であると理解される。
　南極条約環境議定書と南極海洋生物資源保存条約では、その規定が、ICRW の締約国の
権利を害したり義務を免除したりするものではないとされている。すなわち IWC にとど




















































に 200 カイリ内の鯨類の捕獲を規制することまでは、国連海洋法条約第 65 条は求めてい
ないと考えることが出来よう。
　したがって、IWC を脱退する場合も、自国 200 カイリ水域に関しては、国連海洋法条
















































国数が変わらないとすれば、147 カ国以上の捕鯨賛成国を集めなければ、4 分の 3 の賛成
を得て捕獲枠は設定できない。現在の捕鯨支持国は 38 カ国であるので、あと 109 カ国以
上の新規加盟が必要であるが、こうなると全世界の国に IWC に加盟してもらわなければ
ならない。国際捕鯨委員会において 4 分の 3 の得票を得ることは極めて困難である。しか
し、捕鯨賛成国の仲間作りは非常に大切で、IWC での議論の方向性も賛成国の勢力規模





























































































　3）国際捕鯨取締条約（International Convention for the Regulation of Whaling）は、鯨類
資源の合理的利用を目的とする国際条約。1946 年調印、日本は 1951 年に加盟。
　4）NMP（New Management Procedure）
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　14）RMS（Revised Management Scheme）
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　22）谷川尚哉、「第 65 回 IWC（国際捕鯨委員会）総会における議論の動向と一考察」、






　24）和歌山県太地町は、人口約 3 千 4 百人。主要産業は、小型沿岸捕鯨、イルカ漁、沿
岸漁業、観光業など。
　25）日本動物園水族館協会、略称は JAZA。正会員 152 施設（国内の動物園 89 園、水
族館 63 館）、維持会員 63 団体で構成。
































第 1 位は福岡県の 545.7 トン、2 位は大阪府の 533.5 トン、3 位は東京都の 473.6 トン、
4 位は北海道の 350 トン、5 位は宮城県の 312 トン、同じく調査副産物の県民 1 人
当たり消費数量第 1 位は長崎県の 197.5 グラム、2 位は佐賀県の 168.1 グラム、3 位
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